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高齢化のスピード、フランスの5倍以上

2024年10月時点で、日本の総人口に占める高齢者

（65歳以上）の割合は29.3％です。高齢化そのも

のにも様々な問題がありますが、対応が困難とさ

れているのはそのスピードです。

下図は、高齢化率が7％（高齢化社会）から14％

（高齢社会）に達するまでにかかった年数と、そ

の時期を示しています。（令和7年版高齢社会白

書）

急速な高齢化は、社会保障給付費、特に年金・医

療・介護といった高齢者関連の給付費が短期間で

急増することを意味します。

税や社会保険料のさらなる負担増が難しいとすれ

ば、今後は給付の在り方についても、これまで以

上に議論が進むと予想されます。

議論の方向性を踏まえたライフプランの見直しや

備えの確認が、今まで以上に重要になるのではな

いでしょうか。

8月に「北欧デザインに出会う魅力あふれる3ヵ国

を訪れる10日間」というツアーに参加し、デン

マーク、フィンランド、スウェーデンを旅してき

ました。森や湖、海といった豊かな自然に囲まれ

た景色は本当に美しく、街や家のデザインも寒さ

に備えた合理性と温かみが感じられ、また訪れた

い所が増えました。

旅行中、私はつい「ここで暮らしたら幸せだろう

か」と考えてしまいました。仕事柄、日々「お

金」と「幸福」の関係を考えているからかもしれ

ません。

北欧の高齢者が老後に経済的な不安を抱えにくい

のは、公的年金や医療・介護制度が充実している

ことはもちろん、教育水準が高く、金融リテラ

シーも高いのではないでしょうか。

また、離婚率が高いことから、一人でも安心して

暮らせるよう、個人の資産をしっかり準備する意

識も根付いているのかもしれません。

日本でも、老後を安心して過ごすためには、まず

公的制度を理解し、貯蓄や投資、保険などを組み

合わせることが大切。さらに、将来のライフイベ

ントにも対応できる余裕を持つことで、心穏やか

に暮らすことができます。

北欧の旅で感じた「暮らしやすさ」と「安心感」

は、制度への信頼と自分自身の備えの両立から生

まれるもの。私たちもその考え方を取り入れてい

きたいと感じました。



こうした背景には、「老後の生活資金が足りなくなる

のでは」という漠然とした不安が背景にあります。

金融広報中央委員会の調査によると、60代や70代の人

でもおよそ7割が老後の暮らしに「不安がある」と答

えています。その理由としては、「十分な金融資産が

ないから」「年金や保険だけでは心細いから」といっ

た声が多く挙がっています。一方で、3割ほどの高齢

者は「財産は生きているうちに使い切りたい」と考え

ていることもわかっています。

これからリタイアを迎える方にとっては、長い老後を

安心して過ごすために「いつ」「どのように」資産を

取り崩すのか、介護や医療など将来の出費を見越して

「どれくらい残すのか」を考えておくことが大切です。

また、これから資産をつくっていく世代の方は、老後

にどんな使い方をしたいかをイメージし、その逆算か

ら資産形成の計画を立ててみてはいかがでしょうか。

【資産の取り崩し】は、本当に難しいとつくづく思います…

相続税の基礎控除は「3,000万円＋（法定相続人の数

×600万円）」です。つまり、10人に1人は、この基

礎控除を超える財産を持ったまま亡くなっているこ

とになります。

2019年には「老後資金が2,000万円不足」という問題

が大きな話題になりました。それを考えると、今の

高齢者は全体として比較的ゆとりがあると感じる人

も多いかもしれません。

その理由としては、1950年代から1970年代の高度経

済成長で所得が増えたこと、終身雇用や年功序列で

安定した収入があったこと、公的年金制度が整って

いたことなどが挙げられます。

※ここで紹介したのは平均的な状況であり、すべての人が

同じように資産を持っているわけではありません。

また、最近のニュースでは、相続人がいないために

国庫に帰属した財産が1,000億円を超えたと報じられ

ました（2025年2月9日 日本経済新聞）。単身の高齢

者が増えていることから、10年前の約3倍にまで増え

ているそうです。

９月15日の敬老の日にちなみ、高齢者に関わるお金

の話題を紹介します。

下表は、国税庁が発表した「令和5年度 相続税の申

告事績の概要」からの抜粋です。1年間に亡くなった

人は約157万人で、そのうち9.9％にあたる15万5,740

人が相続税を負担しています。課税財産総額は21兆

円、相続税額は3兆円でした。

① 被相続人数（死亡者数） 1,576,016人

② 相続税の申告書の提出に係る被相続人数 155,740人

③ 課税割合（②/①） 9.9%

④ 相続税の納税者である相続人数 339,098人

⑤ 課税価格 216,335億円

⑥ 税額 30,053億円

⑦ 被相続人1人当たり課税価格（⑤/②） 13,891万円

⑧ 被相続人1人当たり税額（⑥/②） 1,930万円

一見するとゆとりがあるように見える高齢者ですが、

実は、多くの人が老後になっても金融資産をほとんど

取り崩していないのです。

下の図は「令和6年度 年次経済財政報告」から抜粋し

た「年齢階層別の資産保有状況」です。通常なら、働

いている間に資産を増やし、退職時にピークを迎え、

その後は蓄えを取り崩しながら暮らしていく------そん

なイメージを持つ方が多いと思います。ところが実際

のデータを見ると、85歳になるまでに取り崩されてい

るのは全体のわずか2割ほど。想像以上に『資産を減

らさず持ち続けている』人が多いことがわかります。
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